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1. はじめに 

第6期科学技術・イノベーション基本計画等，重要科学技術・イノベーション政策において大学や国立

研究開発法人等における技術職員は，研究力強化をチーム一体となって推進していくための重要なキー

パーソンとして大きな注目を浴びてきている［1］［2］［3］。さらに，日本学術会議若手アカデミーが

2023年に発出した「見解「2040年の科学・学術と社会を見据えていま取り組むべき10の課題」」では、

技術職員の研究力強化に対する重要性が明記されており，わが国の若手研究者にとっても技術職員の今

後のあり方は大変重要なものとなってきている［4］。その一方で，わが国の大学や国立研究開発法人で

は，専門的な技術を有する人財の組織化やキャリアパスの整備など，それぞれの工夫による制度整備が

徐々に進んできてはいるが，継続雇用や技術の継承には多くの課題が存在している。技術職員の仕事は

個人の能力に負うところが大きく，大学や国立研究開発法人等の研究成果に直接的な影響を与えるため

能力の高い職員を確保すること，かつその職員が継続的にスキルを向上させていく環境設定が必須であ

るとされている［5］。これらの背景より，自発的な向上心を持って技術研鑽を行える環境を用意し，明

確な評価基準による人事評価，能力によって評価するする仕組みの構築が急務であるとされてきた。 
東京工業大学（以下，東工大）（2024年10月より東京科学大学）では，2020年度に文部科学省の先端

研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム）に採択され，その一環として，高度技

術人財の新たな称号「テクニカルコンダクター（TC：Technical Conductor）」と東工大を中心とした

技術職員等の高度化を図るオールジャパン型の人財養成システム「TCカレッジ」を構築した［6］。同

カレッジの称号制度において，高度技術人財であるテクニカルコンダクターを目指す過程で特定分野の

専門知識やスキルを習得した受講生を「テクニカルマスター（TM：Technical Master）」として認定し

ており，これまでに学内外合わせて30名のTM取得者を輩出した。今後，この人財養成システムをオー

ルジャパン型へと昇華させる必要性，評価基準の標準化に向けた現状と課題について報告する。 
 
2. オールジャパンの高度技術人財養成システム「TC カレッジ」について 

TC カレッジは，研究力を飛躍的に向上させ

る「Team 東工大型革新的研究開発基盤イノベ

ーション」を実現する TC を養成するため，社

会のニーズに合わせた TC 人財像をもとに既存

のプログラムと独自に開発したプログラム，そ

して連携企業等との共同開発プログラムを体系

的にカリキュラム化した産学協働の高度技術人

財養成システムである。これらの詳細について

は，江端（2024）［7］を参考にされたい。TC
カレッジは，2021 年に東工大オープンファシリ

ティセンターに設置され，2 年目となる 2022 年

には，企業を含む学外者の受け入れを開始した。

これまでに大学・民間企業を合わせて合計 19機
関 73名が入学し，TM 取得者 30名，TC 取得

者 6名，2024 年 9 月現在 17機関 56名が在籍

している（図 1）。 
図 1 TC カレッジ受講生によるオールジャパン 

連携ネットワーク構築状況 

2D15
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3. 技術的専門性の高度化指標「テクニカルマスター（TM：Technical Master） 
TCカレッジは，TC称号の取得まで原則 3年間で修了するように設計されている。入学後は，原則 2
年間をかけて座学と実習を中心とした各種カリキュラムを受講し，必要な単位数を取得すると「テクニ

カルマスター（以下，TM）」の認定を受ける。その後，任意ではあるが TC 論文を執筆し，TC 論文審
査会での審議を経て TC称号付与というステップになっている。TM認定には，初級，中級，上級およ
びマネジメント科目で構成される各カリキュラムの中から各コースで必要とされる単位（35単位以上）
を取得し認定される必要がある（図 2）。中級，上級はコース毎に専門性を高めるカリキュラムで構成さ
れている一方で，マネジメント科目は，マネジメントに関する独自カリキュラムや外部教育システムを

組み合わせることで効率的にマネジメント能力の向上を可能にするカリキュラムを揃えている。全コー

ス（マネジメント系は除く）で必須単位となっており，受講生は中級や上級カリキュラムで個人の専門

性を高めるだけでなく，それぞれの所属組織の運営に貢献できるマネジメントスキルの習得を目指して

いる。 
 

 
TC カレッジに参加する受講生は，大学や企業での本務としての教育・研究の支援業務に従事しなが
らの単位習得となる。そのため，コース毎に設定の幅（15〜22単位）はあるが，これまでの技術職員と
しての実績を「KPI」として単位換算できる仕組みを導入している（図 3）。具体的には，原著論文（筆
頭・共著・謝辞），科研費採択（応募），学会・研究会での発表といった技術者自身のプレゼンスを示す

業績の他，仕様策定委員・技術審査員，講師経験，業務関連資格（国家資格等），テクニカルレポート，

アウトリーチ活動などを KPI 項目として設定している。これまでの技術職員としての実績が十分であ
れば，TM認定に必要な単位数 35単位のうち，最大で 22単位（図 2に示す通りコースにより上限設定
あり）を KPIで取得することが可能である。これらにより，TM認定までの単位取得の効率化と評価基
準の明確化につながっている。一方で，ひとえに技術職員と言っても様々な分野の技術者が習得した技

術や成果を一律に評価することは難しく，TC カレッジでは各コースの特徴に合わせて必須も含めた独
自 KPIも併せて設定している。今後は，これら TCカレッジの KPIを全国のグローバルスタンダード
にすべく標準化を目指している。 
 

 

図 2 各コースの TC カリキュラム必要単位数 

図 3 TC 取得者に求める人財・KPI，養成カリキュラムの一例 
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4. 大学連携による TM 認定のオールジャパン標準化に向けた取り組み 
これまでに紹介してきた TCカレッジの取り組みは，文部科学省科学技術・学術審議会研究開発基盤
部会での評価において，オールジャパンで取り組むべき好事例であり，一般化して全国展開するべきで

あると評価されている［8］。また，東工大では 2019年に人事制度を大きく改革するための「東工大次
世代人事戦略」を打ち出し，新たに技術職員の上位職階を加え，TC 称号制度とリンクさせることで技
術職員のキャリアパスを具体化させてきた［2］［10］。その一方で，玉岡ら（2024）で報告されてい
るように国立大学の法人化以降，わが国の技術職員を取り巻くキャリアパスや待遇等の整備は検討途上

であると言える［9］。これらの状況と産学協働で TCカレッジを開校した経緯を鑑み，東工大１大学だ
けでオールジャパンの標準化を図ることは大変困難である。 

TCカレッジでは，連携機関として長岡技術科学大学（遠隔分析 DX系 TCコース），山口大学（情報
系 TCコース），岡山大学（医工系 TCコース）がそれぞれサテライト校として参画している。各サテラ
イト校においても文部科学省コアファシリティ事業や地域中核・特色のある研究大学教科促進事業に採

択されており，各校の強みを活かした独創性の高い取り組みが行われている。大学間連携を通して，そ

れら各大学の好事例となる取り組みや強みを TCカレッジ運営に活かすことにより，より効率的に実施
可能な標準化された TM認定制度を構築できるものと考えている（図 4）。 

 

 
今後，TM認定制度のオールジャパン標準化に
向けてキーとなるのは，大学間連携を通して各サ

テライト校がどこまで機能性を持った重要な拠

点（ハブ）形成ができるかにかかっている。これ

までに東工大で実施してきた本事業の取り組み

を参考にし，そのノウハウを惜しみなく共有して

いくことで，個々のサテライト校での取り組みで

ありながら，共通した SOP（Standard Operating 
Procedures）に基づいた TM 認定を行うことが

期待できる。それらの取り組みに付随して，各拠

点での地元企業等との新たな産学連携創出や近

隣機関との新たなネットワーク形成により，結果

的に TC カレッジ受講生は身近な拠点で効率的
かつ経済的負担も少なく自らの専門性の高度化

を図ることが可能となる（図 5）。 

図 4 各機関の強みを活かした TC 人財の養成とオールジャパンで取り組むべき事業 

 

⼭⼝サテライト

岡⼭サテライト

⻑岡サテライト

l サテライト校のプレゼンス向上
l 拠点間の連携強化
l 地元企業との産学連携創出
l 近隣機関とのネットワーク形成
l 受講⽣の旅費負担軽減

機能性拠点形成により期待できる効果

図 5 各機関の強みを活かした機能性拠点形成 
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 他方で，図 4 に示すように，現時点では東工大とサテライト校の合計４校でのカレッジ運営ではある

が，今後も新たなサテライト校として参画する連携パートナー候補校との交渉を続けている。新たなサ

テライト校が増えることで，全国を俯瞰した TC カレッジのネットワーク形成ができるだけでなく，既

存のコースには無いフィールド系や教育支援系のカリキュラムの新設も検討している。それらが実現す

ると，現時点ではコースマッチングに合わない同分野の技術職員の新たな受け皿が整い，TM 取得によ

る従来支援業務での業績の見える化や自身の専門性の高度化に発展するものと考える。 
TC カレッジは，東工大からスタートした技術職員の高度技術人財養成システムではあるが，１大学

としての「個」の最適化ではなく，全体最適の視点で TC カレッジに関わる関連組織全体での最適化を

図ることで，より成熟した TM認定制度が確立・標準化できるものと考える。近い将来，TM や TC 取

得者によるオールジャパンの俯瞰的な連携ネットワークが構築され，わが国の科学技術、ひいては研究

力向上の一翼を担う日が期待される。 
 
5. 今後の展開 

 東工大では，文部科学省の先端研究基盤共用促進事業（コアファシリティ構築支援プログラム）も今

年度が最終年となっているが，事業終了後も TC カレッジが掲げるオールジャパンでの高度技術人財養

成システムの構築を積極的に発展させていく所存である。今回紹介した TM認定制度の確立と標準化を

強力に進めるべく，各サテライト校や協力機関，協力企業との議論を活性化していきたい。 
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